
令和４年度事業報告

（総務部）

１．組織・体制の見直し

本会業務執行の継続的なチェックに努めた。

２．事務局業務について

事務局業務の適正運営の実施に努めた。

３．支部活動への支援・本部支部連絡協議会等の開催

支部開催の研修会・相談会への財政的支援等をした。

本部支部連絡協議会等の開催はなかった。

４．関連団体への支援

公嘱協会、リーガルサポートに対し、事務処理の支援をした。

５．登録・届出事務

会員の入会および退会は、会員異動に記載のとおりであり、令和５年３月３

１日現在の会員数は１３７名、法人数は５法人となった。

補助者の新規登録は１８名、登録抹消は１０名であり、令和５年３月３１日

現在の補助者数は２１３名となった。

６．ホームページの管理

会則・規則の変更や、各種相談会、日司連ホームページ等へのリンクなどの

管理作業を実施した。

７．会員名簿の発行

顔写真入りの会員名簿を発行した。

８．会員への情報提供・通知

令和５年３月３１日現在のメール会員は１２６名（91.9％）となった。



９．会館および事務局の整理・整頓

書類および備品等の整理・整頓に努めた。また、各出版社からの案内を受け、

本会に備え置く書籍を選択・購入した。

１０．防災対策・危機管理

地震・火災時を想定した避難訓練は、新型コロナウイルス感染防止のため実

施しなかった。

記録・資料等の電磁的記録媒体での保管に努めた。

１１．四国ブロック会担当者会議・意見交換会

開催なし

１２．非司法書士実態調査

法務局主導のもと、本局（令和４年１１月２日）、阿南支局（令和４年１１

月９日）および美馬支局（令和４年１１月８日）で実施した。

１３．法務局・裁判所等との協議、情報収集

時機に応じた情報収集に努めた。

１４．事務局職員に対する研修

新型コロナウイルス感染防止のため、実施しなかった。

１５．その他

市民窓口に至るまでの苦情等について対応した。



（経理部）

令和4年度 収支報告の概要(令和4年4月1日から令和5年3月31日まで)

Ⅰ．事業活動収支について

１．事業活動収入は、予算額４５３８万６０００円に対して、決算額４５０９万

８６１６円で、２８万７３８４円の減収であった。

定額会費のほか、他団体の事務受託金収入が少なかったことが要因と思われ

る。

２．事業活動支出は、予算額４３３１万７０３０円に対して、決算額は３８８３

万７８９６円で、４４７万９１３４円の減少であった。

各事業の執行状況について、徐々にコロナ禍以前の活動が可能となってきた

こともあり、特に法律相談費については一昨年度と比較すると執行額が増加し

た。また、各事業とも概ね予算内での執行となっているが、委員会費のうち綱

紀調査委員会については会議の開催頻度が増えたため大幅な予算外支出があっ

た。

３．以上のとおり事業活動収支は、２０６万８９７０円の予算に対して、６２６

万７２０円の決算で、４１９万１７５０円増加した。

Ⅱ．投資活動収支について

１．投資活動収入について予算計上はしていなかったが、会館維持引当預金の一

部（定額貯金）が満期となり通常貯金口座へ払い戻しがされたため決算額は１

０００万円となっている。

２．上記１記載の１０００万円については、会館維持引当預金として再び定額貯

金に預け入れる形で支出し、また令和４年度分の会館維持引当預金として７０

０万円を支出したため、投資活動支出については予算額８１１万４０００円に

対し、決算額１７６１万４０００円となった。

Ⅲ 以上により、当期収支差額は－１３５万３２８０円となり、前期繰越収支差額

１１０６万３９２１円であったので、９７１万６４１円を次年度に繰り越した。

Ⅳ．会費減免について

令和４年度の会費減免はなかった。



Ⅴ．会費未納について

令和４年度における会費未納者はいなかった。

Ⅵ．経理部の業務について

経理部は、下記の業務を遂行することにより経理事務の適性化に努めた。

１．公認会計士による毎月の外部監査

２．職員給与等の決裁

３．領収証の原本、支払伝票、元帳等のチエック

４．手元現金については毎日郵便局へ入金。現金残額と現金出納帳の額を照合確

認した。

５．会費納入期日の遵守をお願いした。

６．一般社団法人徳島県公共嘱託登記司法書士協会、公益社団法人成年後見セン

ターリーガルサポート徳島支部、日本司法書士制度推進連盟徳島会と業務委託

契約を締結した。



（企画部）

１）研 修

令和４年度も、新型コロナウィルス感染症拡大の影響が大きく、研修事業にお

いても引き続き支障を生じることとなり、Ｗｅｂ配信形式の研修が中心となった

が、同時に会館で集合形式でも実施し、会員の選択により都合の良い形式で研修

を受講できるような体制を取った。また、基本的に１ヶ月に１回のペースで研修

を実施し、受講の機会をこれまでよりも増やすことができた。その結果、前年度

に比べると所定の研修単位を取得できた会員の数は増加した。

具体的には、後記（令和４年度研修単位取得状況）のとおりとなるが、１２単

位以上取得者率は５６．８％（令和３年度４２．９％）、０単位率は１７．４％

（令和３年度３０．１％）と、いずれも改善された。しかし、全国平均と比べる

と当会の取得者率等は依然として低い水準にあり、さらなる研修環境の整備、会

員の研修受講意識の向上に取り組んでいく必要がある。

Ｗｅｂ配信研修については、実施回数を重ねるにつれ、運営側も受講者側もか

なり慣れが出てきた点もあり、コロナ終息後も引き続き積極的な利用を図ってい

きたい。

年次制研修については、従来通りの集合形式での開催をすることができた。こ

れまで年１回のみの開催だったところ、年２回の開催にした結果、受講の機会が

増え、受講対象となったほとんどの会員が修了することができた。



令和４年度「研修会」

（１）徳島県会主催研修会

番号 開催日・テーマ・講 師 出席者数

１ 令和４年 ７月 ９日（土） １３名

【DVD視聴】「令和３年度 不動産登記研修会～民法・不動産登記法等 （集合）

の改正と司法書士執務の課題～」 ３３名

第１講 「民法等の一部を改正する法律とその課題」 （WEB）

講師：日本司法書士会連合会不動産登記法改正等対策部部委員

齋藤 毅 氏

第２講 「相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関す

る法律とその課題」

講師：日本司法書士会連合会不動産登記法改正等対策部部委員

中谷 耕策 氏

第３講 「民法等の一部を改正する法律とデジタル化における司法

書士業務への影響」

講師：日本司法書士会連合会不動産登記法改正等対策部部員

隂山 克典 氏

第４講 「司法書士執務姿勢について」

講師：日本司法書士会連合会不動産登記法改正等対策部部長

里村 美喜夫 氏

２ 令和４年 ８月 ３日（水） １９名

【DVD視聴】「商業登記分野受託促進のための研修会「これがわかる （WEB）

とよくわかる！商業登記の基礎知識」」

①はじめに～商業登記を受託しましょう～

②実質的支配者の申告について

③受託の際に受領すべき書類について

(1)登記事項証明書

(2)定款

講師：日本司法書士会連合会商業登記・企業法務対策部部委員

立花 宏 氏



番号 開催日・テーマ・講 師 出席者数

３ 令和４年 ８月１７日（水） １９名

【DVD視聴】「商業登記分野受託促進のための研修会「これがわかる （WEB）

とよくわかる！商業登記の基礎知識」」

③受託の際に受領すべき書類について

(3)株主名簿

(4)計算書類（貸借対照表、損益計算書）

④公告の掲載について

⑤印鑑届出・印鑑カードのルール

⑥登記事項入力上の注意事項

⑦受託の際の留意事項、執務姿勢

講師：日本司法書士会連合会商業登記・企業法務対策部部委員

新保 さゆり 氏

４ 令和４年 ９月１７日（土） ５名

「新しい司法書士倫理に関する研修会」 （集合）

講師：日本司法書士会連合会司法書士執務調査室倫理部会 ２７名

副部会長・埼玉司法書士会会員 嶋根 琢磨 氏 （WEB）

日本司法書士会連合会司法書士執務調査室倫理部会

室委員・岐阜県司法書士会会員 小司 隆信 氏

５ 令和４年１０月１５日（土）南部地区研修会 ６名

【DVD視聴】「不動産登記訴訟－登記の効力と取得時効－に関する研 （集合）

修会」

第１講 不動産登記訴訟総論

第２講 不動産登記訴訟事例検討

講師：日本司法書士会連合会紛争解決支援推進対策部民事事件

ワーキングチーム部委員 加藤 俊明 氏

６ 令和４年１０月２２日（土）西部地区研修会 ７名

【DVD視聴】「不動産登記訴訟－登記の効力と取得時効－に関する研 （集合）

修会」

第１講 不動産登記訴訟総論

第２講 不動産登記訴訟事例検討

講師：日本司法書士会連合会紛争解決支援推進対策部民事事件

ワーキングチーム部委員 加藤 俊明 氏



番号 開催日・テーマ・講 師 出席者数

７ 令和４年１１月１９日（土） 第１講

第１講 経済的困窮者の権利擁護（生活保護制度、医療費等減免制 ５名

度 生活困窮者自立支援法等）に関する研修 第２講

講師：日本司法書士会連合会市民の権利擁護推進室 ４名

経済的困窮者の権利擁護部会室委員・京都司法書士会会員 （集合）

古川 直子 氏

第２講 セクシュアル・マイノリティの権利擁護及び財産管理に関 第１講

する研修 １１名

講師：日本司法書士会連合会市民の権利擁護推進室 第２講

セクシュアル・マイノリティの権利擁護部会室委員・ １０名

東京司法書士会会員 中村 貴寿 氏 （WEB）

日本司法書士会連合会市民の権利擁護推進室

セクシュアル・マイノリティの権利擁護部会室委員・

千葉司法書士会会員 平子 綾子 氏

８ 令和４年１２月１７日（土） ４名

【DVD視聴】「債務整理実務研修会（基礎編）」 （集合）

第１講 「相談対応基礎編（ロールプレイ映像視聴）」 １３名

第２講 「債務整理の実務」 （WEB）

講師：日本司法書士会連合会多重債務問題対策委員会委員・

新潟県司法書士会会員 外山 敦之 氏

９ 令和５年 １月２１日（土） ５名

【DVD視聴】「遺産分割調停の実務」 （集合）

講師：日本司法書士会連合会紛争解決支援推進対策部 家事事件 １２名

ワーキングチーム 渡辺 亨 氏 （WEB）

１０ 令和５年 ２月１８日（土） ７名

【DVD視聴】「離婚調停の実務」 （集合）

講師：日本司法書士会連合会紛争解決支援推進対策部 家事事件 ６名

ワーキングチーム座長 松田 佐智子 氏 （WEB）

１１ 令和５年 ３月１８日（土） ９名

【DVD視聴】「令和３年民法・不動産登記法改正 相続土地国庫帰属法 （集合）

のポイント」 ２６名

講師：法務省大臣官房参事官 大谷 太 氏 （WEB）



（２）日司連主催研修会

番号 開催日・テーマ 出席者数

(開催地)

１ 令和４年 ９月 ３日（土） ４名

「令和４年度業務研修会（訴訟法分野）「敷金返還・原状回復請求事 （WEB）

件の理論と実務」」

２ 令和４年１０月１５日（土） ０名

「令和４年度業務研修会（その他分野）「死後事務委任契約の実 （石川）

務」」 ５名

（WEB）

３ 令和４年１０月２３日（日） ０名

「研修会「Ｗｅｂ３、ＮＦＴ、メタバース等を巡る動向と法的課 （東京）

題」」 ５名

（WEB）

４ 令和４年１０月２８日（金） ４名

「司法書士による事業承継支援に関する研修会「事業承継の現状・課 （WEB）

題と司法書士の役割～司法書士が取り組む事業承継業務の道しる

べ」」

５ 令和４年１１月１２日（土） ６名

「令和４年度業務研修会（その他分野）「デジタル遺産と関連法律実 （WEB）

務」」

６ 令和４年１２月 ３日（土） ３名

「令和４年度裁判ＩＴ化に関する研修会」 （WEB）

７ 令和４年１２月１０日（土） ０名

「第３７回日司連中央研修会」 （東京）

８ 令和４年１２月１７日（土） ４名

「新しい司法書士倫理「司法書士行為規範」に関する研修会」 （WEB）

９ 令和５年 １月１５日（日） ０名

「男女共同参画推進研修会～執務現場における無意識のジェンダー・ （WEB）

バイアスに気づく～」



番号 開催日・テーマ 出席者数

(開催地)

１０ 令和５年 １月２１日（土） ０名

「令和４年度業務研修会（民事法分野）「所有者不明土地・建物及び （東京）

管理不全土地・建物の管理人の実務」」 ７名

（WEB）

１１ 令和５年 ２月 ４日（土） ２名

「令和４年度子どもの権利に関する研修会」 （WEB）

１２ 令和５年 ２月１２日（日） ０名

「多重債務問題に関するリレー報告・研修会」 （東京）

０名

（WEB）

１３ 令和５年 ２月１８日（土） ６名

「不動産関連訴訟事件の受託促進に関する研修会」 （WEB）

１４ 令和５年 ２月２２日（水） ５名

「商業登記分野受託促進のための研修会「いざという時に役立つ！商 （WEB）

業・法人登記にまつわる“お金”と“スケジュール”」」

１５ 令和５年 ２月２５日（土） ０名

「令和４年度司法書士総合研究所研究発表大会」 （東京）

０名

（WEB）

１６ 令和５年 ３月 ３日（金） ４名

「労働者協同組合に関する研修会「新しい法人類型『労働者協同組 （WEB）

合』の制度と登記実務」」

１７ 令和５年 ３月 ５日（日） ２名

「新しい働き方に起因する労働問題研修会「ニューノーマルな働き方 （WEB）

と労働者の権利擁護」」

１８ 令和５年 ３月１１日（土） ２名

「令和４年度ＡＤＲ人材養成研修会～ＡＤＲにおける和解の仲介の技 （WEB）

法を学ぶ～」



番号 開催日・テーマ 出席者数

(開催地)

１９ 令和５年 ３月２５日（土） ０名

「家事事件調停手続等に関する研修会」 （東京）

３名

（WEB）

（３）四国ブロック会主催研修会

実施していない。

（４）四国ブロック会共催研修会

実施していない。

（５）支部研修会

実施していない。

（６）令和４年度 年次制研修会

日 時：令和４年 ９月 ３日（土）・１１月 ５日（土）

場 所：徳島県司法書士会館 ３階 会議室

内 容：「職業倫理について」ＤＶＤ視聴及びグループ別討論

出席者数：２５名

（７）第２１回 司法書士特別研修＜視聴通信研修方式（一部集合形式）＞

実施期間：令和４年 ５月２５日（水）～ ７月 ９日（土）

修了者数：２名

（８）補助者研修

実施していない。

（９）新人研修

① 令和４年度 四国ブロック新人研修＜集合方式＞

日 程：令和５年 １月 ７日（土）～ １月１３日（金）

場 所：香川県司法書士会館



② 令和４年度 中央新人研修＜視聴通信研修方式＞

四国地区の視聴期間：令和５年 １月 ６日（金）～ １月２２日（日）

視聴場所：受講者の自宅・勤務先事務所等

③ 配属研修

実施していない。



令和４年度 研修単位取得状況

１．令和４年度 必須単位取得状況（徳島県会会員）

該当者数 本 年 度 基準単位未満 ０単位者

主催者 （該当者率) 達成人数 0.5単位以上 人数

［必須単位数］＊２ ＊１ （達成率） 人数(比率) （比率）

①司法書士会等主催 ８単位 ７７人 ２４人 ３１人

＊２ 以上 （５８.３％） （１８.２％） （２３.５％）

②司法書士会等主催 １２単位 ７５人 ３４人 ２３人

＋その他主催 以上 （５６.８％） （２５.８％） （１７.４％）

＊１）徳島県会会員総数は，１３２人（新入会員および中途入会会員を除く）を基準とし

た。

＊２）日司連の研修規則では，年間１２単位以上の研修単位の取得を条件としているが，

なおかつ，そのうち８単位以上は，司法書士会等（＊１：連合会，ブロック会，司

法書士会）が主催の研修事業（うち２単位以上は倫理研修）において８単位以上を

取得しなければならないこととなっている。よって，たとえ司法書士会等以外の団

体による研修単位を加えて，１２単位以上を取得している者であっても，司法書士

会等が行う研修において８単位以上（うち倫理２単位以上）付与されていない場合

は，当該年度において，年間８単位未満の者とみなされることとなる。

２．前年度及び全国平均との比較

取得単位率 １２単位以上 １２単位未満 ０単位率

取得者率 0.5単位以上

年度及び組織 （％） （％） （％）

Ｒ４年度（徳島県会）＊１ ５６.８ ２５.８ １７.４

Ｒ３年度（徳島県会）＊１ ４２．９ ２７.１ ３０.１

Ｒ２年度（徳島県会）＊１ ２８．５ ３３.６ ３８.０

Ｒ３年度（全国平均）＊２ ７２.７ １４.３ １３.０

＊１）該当者数／総会員数，＊２）全国該当者数／全国年初会員総数



【上記表に対するグラフ】
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２）対外・広報活動

１．広報活動

（１）徳島新聞に、次の内容の司法書士会事業及び司法書士制度に関する広告を掲

載した。

①「司法書士制度１５０周年記念「全国一斉『遺言・相続』相談会」

（R4.8.4付 徳島新聞）



②「「相続税対策」特集」（R4.8.10付 徳島新聞）

③「高齢者・障害者のための成年後見相談会」および「全国一斉司法書士によ

る手続支援のための養育費相談会」（R4.9.20付 徳島新聞）



④「相続登記はお済みですか月間」（R5.2.3付 徳島新聞）



⑤「事業承継企画」（R5.2.18付 徳島新聞）

（２）各種相談会の広報をマスコミ各社、地方自治体、その他関係機関へ依頼した。

（３）徳島中央郵便局「デジタルサイネージ」の広告放映を利用し、総合相談セン

ターの広報を行った。

（４）株式会社あわわ発行の高校生向けおしごと本『Ｍｏｖｅ Ｏｎ！』に広告を

掲載した。

（５）四国放送株式会社のラジオＣＭ等を利用し、「相続登記はお済みですか月間

相談会」の広報を行った。



２．法律出前講義

本会ホームページにおいて随時広報を行い、以下の４校で計４回実施した。

学校名 実施日 講義内容 受講対象 受講人数

徳島県立池田高等学校 令和4年7月14日 「成年年齢引き下 2年生 150名
げ」に伴う消費者

の自立と責任につ

いて

徳島県立阿波高等学校 令和4年7月19日 「成年年齢引き下 3年生 171名
げ」に伴う消費者

の自立と責任につ

いて

吉野川市立鴨島東中学校 令和4年11月25日 「成年年齢引き下 3年生 53名
げ」に伴う消費者

の自立と責任につ

いて

徳島市城西中学校 令和5年1月17日 「成年年齢引き下 2年生 202名
げ」に伴う消費者

の自立と責任につ

いて

３．他の司法書士会，自治体，他士業等との交流，意見交換

令和４年 ９月１０日 「自殺予防週間」街頭啓発

令和４年１０月 ６日 徳島県士業ネットワーク友好団体懇談会（Web会議）

令和４年１１月２４日 徳島県士業ネットワーク友好団体懇談会

令和５年 ３月１７日 徳島県士業ネットワーク友好団体懇談会

令和５年 ３月１８日 「自殺対策強化月間」街頭啓発



（相談事業部）

本年度は、前半こそ新型コロナウイルス感染症の影響が残る事業執行となったが、

後半にかけては、ここ数年間自粛していた対面相談をほぼ例年通り行うなど、いわ

ゆるコロナ禍と呼ばれる期間より以前のレベルで業務執行を行うことができた。

相談の内容は、本会の各種広報の成果のみならず、日司連の各種事業や法務局の

各種取り組みの効果と相まって、相続に関する比率が高く、相続登記義務化が翌年

に迫ることの影響は大きい。その影響は、司法書士総合相談センターで実施された

相談件数が２７９件と、昨年度の２００件を大きく上回り、相談件数の記録開始以

降、最も多い件数となったことにも表れた。

【常設相談会】

（１）徳島総合相談センター

ア 無料法律相談

毎週水曜日午後３時から５時まで行っている会館での無料相談は、延べ４

５名の会員が４５回実施し、相談件数は１５９件であった。

イ 有料法律相談

毎週木曜日午後５時３０分から７時３０分まで行っている会館での有料相

談は、延べ４名の会員が４回実施し、相談件数は６件であった。

（２）徳島西総合相談センター

毎月第１・第４水曜日（美馬市社協）、第２・第３水曜日（つるぎ町社

協）の午後１時から４時まで行っている無料相談は、延べ２５名の会員が２

５回実施し、相談件数は４８件であった。

（３）徳島南総合相談センター

毎月第４金曜日午後２時から４時まで行っている無料相談は、延べ１２名

の会員が１２回実施し、相談件数は６６件であった。

（４）司法書士夜間電話無料相談

毎週月曜日・金曜日午後６時から８時まで行っている電話での無料相談は、

延べ９５名の会員が９５回実施し、相談件数は２８６件であった。

（５）徳島市役所相談

毎週月曜日・水曜日・金曜日午前１０時から１２時まで行っている無料相

談は、延べ１４５名の会員が１４５回実施し、相談件数は４０７件であった。

なお、令和３年１０月１日以降、徳島県に「とくしまアラート」レベル２



相当以上が発動された期間は、対面による相談は中止し、電話による相談に

切り替えて実施したが、この取り扱いは令和４年１０月５日をもって終了し

た。

（６）吉野川市役所相談

毎月第３金曜日午前１０時から１２時まで行っている吉野川市役所での相

談は、延べ１２名の会員が１２回実施し、相談件数は５８件であった。

（７）海陽町役場相談

毎月第２火曜日（海陽町役場海部庁舎）・第４火曜日（海陽町役場宍喰庁

舎）午前９時から１２時まで行っている海部支部での相談は、延べ１６名の

会員が１６回実施し、相談件数は４８件であった。

なお、令和４年９月以降、開催日が毎月２回から１回に変更となり、海部

庁舎の相談は偶数月第２火曜日、宍喰庁舎の相談は奇数月第４火曜日に変更

となった。

（８）法テラス司法書士相談

毎週水曜日午前１１時から１２時まで行われている法テラス司法書士相談

に会員を派遣し、相談件数は１件であった。

（９）空き家専門相談会

毎月第２・第４木曜日午後１時から３時まで行われている徳島県住宅供給

公社での相談会に会員を派遣し、相談件数は５件であった。

【常設以外の相談会】

（10）「司法書士制度１５０周年記念「全国一斉『遺言・相続』相談会」」

８月７日午前１０時から午後４時、相談員８名による電話相談を実施した。

相談件数は２６件であった。

（11）「司法書士の日記念相談会」

８月２７日午前１０時から午後４時、相談員４名による電話相談を実施し

た。相談件数は３件であった。

（12）「出張！空き家専門相談会（鳴門市）」

８月２７日午後１時から５時、うずしお会館での相談会に１名の会員を派

遣した。相談件数は５件であった。

（13）「全国一斉子どものための養育費相談会」

９月２５日午前１０時から午後４時、徳島青年司法書士協議会と共催で、

５名による電話相談を実施した。相談件数は３件であった。

（14）「高齢者・障害者のための成年後見相談会」



９月２５日午前１０時から午後４時、リーガルサポート徳島支部と共催で、

５名による電話相談を実施した。相談件数は２件であった。

（15）「「法の日」記念“県内一斉”司法書士無料法律相談」

１０月「法の日」相談会は、各支部の協力を得て、４支部５会場で無料法

律相談を実施した。相談件数は全会場で４件であった。

（16）「出張！空き家専門相談会（東みよし町）」

１０月９日午後１時から５時、吉野川ハイウェイオアシスでの相談会に１

名の会員を派遣した。相談件数は２件であった。

（17）「一日合同行政相談所」

１０月１３日午前１２時から午後４時、徳島市シビックセンターでの相談

会に１名の会員を派遣した。相談件数は１０件であった。

（18）「出張！空き家専門相談会（小松島市）」

１０月１４日午後１時から５時、小松島市役所での相談会に３名の会員を

派遣した。相談件数は１３件であった。

（19）「出張！空き家専門相談会（徳島市）」

１０月２１日午後１時から５時、徳島市役所での相談会に１名の会員を派

遣した。相談件数は４件であった。

（20）「出張！空き家専門相談会（松茂町）」

１１月８日午後１時から５時、松茂町総合会館での相談会に１名の会員を

派遣予定であったが、予約が入らなかったため派遣はしなかった。

（21）「令和４年度「相続に関する相談会」（徳島地方法務局）」

１１月１５日午前１０時から午後４時２０分、徳島地方法務局での相談会

に５名の会員（本局３名、阿南支局１名、美馬支局１名）を派遣した。司法

書士の相談件数は３６件であった。

（22）「出張！空き家専門相談会（石井町）」

１１月１９日午後１時から５時、石井町地域防災交流センターでの相談会

に１名の会員を派遣した。相談件数は３件であった。

（23）「出張！空き家専門相談会（美波町）」

１１月２６日午後１時から５時、美波町役場での相談会に１名の会員を派

遣予定であったが、予約が入らなかったため派遣はしなかった。

（24）「全国一斉年末借金・生活お困りごと３６時間ＬＩＮＥ・電話相談会」

１２月３日午前１０時から午後４時、相談員５名による電話相談を実施し

た。相談件数は０件であった。

（25）「なんでも無料相談会（士業ネットワーク）」



１２月１０日午前９時半から午後３時半、アスティとくしまでの相談会に

４名の会員（受付・案内係１名、相談員３名）を派遣した。司法書士の相談

件数は５件であった。

（26）「「相続登記はお済みですか月間」相談会」

２月「相続登記はお済みですか月間」相談会は、各支部の協力を得て、４

支部５会場で無料法律相談を実施した。相談件数は全会場で６１件であった。

（27）「四国ブロック会 県境相談会」

２月１８日東洋町で県境相談会を開催し、会員２名を派遣した。徳島県の

相談件数は６件であった。



相談会 相談件数

徳島総合相談センター【無料】 159

徳島総合相談センター【有料】 6

徳島西総合相談センター 48

徳島南総合相談センター 66

夜間電話無料相談 286

徳島市役所相談 407

吉野川市役所相談 58

海陽町役場相談 48

法テラス司法書士相談 1

《徳島県住宅供給公社》空き家専門相談会 5

《日司連》司法書士制度150周年記念「全国一斉『遺言・相続』相談会」 26

司法書士の日記念相談会 3

《徳島県住宅供給公社》出張！空き家専門相談会＜鳴門市＞ 5

《徳島県住宅供給公社》出張！空き家専門相談会＜東みよし町＞ 2

《徳島県住宅供給公社》出張！空き家専門相談会＜小松島市＞ 13

《徳島県住宅供給公社》出張！空き家専門相談会＜徳島市＞ 4

《徳島県住宅供給公社》出張！空き家専門相談会＜松茂町＞ 予約なしのた
め派遣なし

《徳島県住宅供給公社》出張！空き家専門相談会＜石井町＞ 3

《徳島県住宅供給公社》出張！空き家専門相談会＜美波町＞ 予約なしのた
め派遣なし

全国一斉養育費相談会【青司協共催】 3

高齢者・障害者のための成年後見相談会【リーガル共催】 2

「法の日」記念　県内一斉司法書士無料法律相談<徳島中央支部> 1

「法の日」記念　県内一斉司法書士無料法律相談<徳島北支部：鳴門会場> 0

「法の日」記念　県内一斉司法書士無料法律相談<徳島北支部：北島会場> 0

「法の日」記念　県内一斉司法書士無料法律相談<徳島南支部> 3

「法の日」記念　県内一斉司法書士無料法律相談<徳島西支部> 0

一日合同行政相談所 10

《徳島地方法務局》令和4年度「相続に関する相談会」＜本局＞ 20

《徳島地方法務局》令和4年度「相続に関する相談会」＜阿南支局＞ 8

《徳島地方法務局》令和4年度「相続に関する相談会」＜美馬支局＞ 8

《日司連》全国一斉年末借金・生活お困りごと36時間LINE・電話相談会 0

なんでも無料相談会【士業ネットワーク】 5

相続登記はお済みですか月間相談会<徳島中央支部> 27

相続登記はお済みですか月間相談会<徳島北支部：鳴門会場> 9

相続登記はお済みですか月間相談会<徳島北支部：北島会場> 9

相続登記はお済みですか月間相談会<徳島南支部> 14

相続登記はお済みですか月間相談会<徳島西支部> 2

県境相談会【四国ブロック】 6

合　計 ： 1267

相談件数一覧
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タ

ー

（

有

料

）

徳

島

西

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

徳

島

南

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

５

月

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

無

料

）

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

有

料

）

徳

島

西

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

徳

島

南

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

６

月

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

無

料

）

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

有

料

）

徳

島

西

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

徳

島

南

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

７

月

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

無

料

）

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

有

料

）

徳

島

西

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

徳

島

南

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

８

月

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

無

料

）

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

有

料

）

徳

島

西

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

徳

島

南

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

９

月

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

無

料

）

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

有

料

）

徳

島

西

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

徳

島

南

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

　

月

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

無

料

）

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

有

料

）

徳

島

西

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

徳

島

南

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

　

月

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

無

料

）

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

有

料

）

徳

島

西

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

徳

島

南

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

　

月

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

無

料

）

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

有

料

）

徳

島

西

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

徳

島

南

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

１

月

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

無

料

）

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

有

料

）

徳

島

西

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

徳

島

南

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

２

月

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

無

料

）

徳

島

総

合

相

談

セ

ン

タ

ー

（

有

料

）

徳

島

西

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

徳

島

南

総

合

相

談

セ

ン

タ
ー

３

月

合

計

相談員数（延べ） 4 4 1 9 2 1 1 1 5 5 1 1 1 8 4 1 2 1 8 3 1 2 1 7 4 2 1 7 4 2 1 7 4 2 1 7 4 3 1 8 2 1 1 4 4 3 1 8 5 2 1 8 86

相談者数 11 8 4 23 2 2 4 4 12 17 1 1 4 23 12 1 6 4 23 9 2 3 3 17 7 2 3 12 11 1 4 16 12 1 5 18 14 4 4 22 6 1 4 11 13 3 4 20 14 7 5 26 223

相談者数の区分（原告・申立人・債務者） 1 1 1 1 2 1 1 2 0 1 1 2 1 1 0 2 2 0 1 1 2 1 2 3 0 15

相談者数の区分（被告・相手方・債務者） 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 2

推定訴額　140万円以下　事件 0 1 1 2 2 1 1 2 1 3 1 1 1 1 0 0 1 1 0 1 1 11

推定訴額　140万円超　事件 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 1 4

推定訴額　不明　事件 2 2 0 2 2 3 1 4 1 1 1 1 0 1 2 1 4 1 1 2 0 3 3 2 2 21

法律扶助の可能性（有） 0 0 1 1 0 0 1 1 0 2 2 1 1 0 0 0 5

他機関紹介 0 1 1 1 1 2 1 3 4 2 2 2 2 0 0 1 1 0 1 1 2 4 0 16

司法書士紹介 1 1 0 2 2 3 3 1 1 0 1 1 0 1 1 0 2 2 4 0 13

相談件数（合計） 15 0 8 14 37 6 2 5 5 18 19 1 1 4 25 13 1 6 4 24 8 2 3 6 19 7 0 2 4 13 14 0 1 4 19 16 0 4 4 24 20 0 7 6 33 6 0 1 4 11 17 0 3 6 26 18 0 7 5 30 279

01 1 相続登記 4 3 7 1 4 1 6 4 1 5 3 3 1 7 2 3 5 1 1 2 4 8 1 9 9 1 2 12 12 2 14 4 2 6 4 1 2 7 6 5 1 12 94

2 所有権移転登記（売買） 1 1 0 0 1 1 0 1 1 0 1 1 2 2 0 0 0 6

3 所有権移転登記（贈与） 2 2 4 1 2 3 2 1 3 0 3 3 2 2 1 1 1 1 1 1 0 2 2 1 2 3 23

4 所有権移転登記（その他） 1 1 2 2 1 1 1 1 0 0 1 1 0 1 1 0 3 3 0 10

5 担保権に関する登記 0 0 2 2 1 1 1 1 0 1 1 0 0 1 1 1 1 0 7

6 用益権に関する登記 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1

999 その他 1 1 0 1 1 0 1 1 2 0 0 0 0 0 1 1 1 1 6

02 7 設立に関する登記 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

8 役員変更に関する登記 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

9 本店移転に関する登記 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10 資本金に関する登記 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

11 合併その他企業再編に関する登記 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

12 組織変更に関する登記 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13 登記懈怠 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

14 みなし解散 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

999 その他 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2

03 15 債権譲渡登記 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

16 動産譲渡登記 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

999 その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

04 17 弁済供託 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 1

18 担保保証供託 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

19 執行供託 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

999 その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

99その他 999 その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 0 0 2

A登記・供託関係 9 0 5 0 14 1 1 4 5 11 10 0 1 2 13 4 1 4 2 11 5 0 1 6 12 4 0 1 2 7 10 0 0 3 13 11 0 1 2 14 15 0 0 3 18 5 0 1 3 9 9 0 2 3 14 9 0 7 1 17 153

B民事 0 0 2 0 2 0 1 0 0 1 3 0 0 2 5 5 0 1 0 6 1 1 1 0 3 1 0 1 0 2 2 0 0 1 3 1 0 2 1 4 0 0 1 0 1 1 0 0 1 2 3 0 0 0 3 3 0 0 1 4 36

C多重債務 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 3 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 6

D家事 5 0 1 14 20 5 0 1 0 6 3 1 0 0 4 3 0 1 2 6 0 1 1 0 2 2 0 0 0 2 2 0 1 0 3 4 0 1 1 6 5 0 6 2 13 0 0 0 0 0 4 0 0 3 7 5 0 0 2 7 76

E財産管理 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 2

F企業法務 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

G社会問題 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Hその他 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 2 0 0 0 0 0 6

1 司法書士会 2 2 0 3 1 4 1 1 2 1 3 0 1 1 2 2 0 0 1 1 1 1 15

2 法務局 4 1 5 1 1 2 2 1 1 1 1 1 1 2 2 2 3 3 8 8 1 1 1 1 2 1 3 30

3 裁判所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 1 1 0 3

4 法テラスコールセンター 0 0 2 2 0 2 2 0 0 0 1 1 0 0 0 5

5 法テラス地方事務所 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 1 1 3

6 ホームページ 5 5 1 1 2 2 2 4 1 1 6 2 1 1 4 1 1 2 2 1 1 1 1 2 2 2 1 3 3 1 4 33

7 新　　聞 1 1 0 2 2 0 1 1 0 1 1 1 1 0 0 0 0 6

8 Ｔ　　Ｖ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1

9 ラ　ジ　オ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10 自治体等、公的機関 4 4 8 2 3 5 3 3 1 5 4 10 2 2 1 1 2 4 1 1 3 5 3 3 3 9 1 2 3 6 1 1 2 1 1 2 4 4 2 3 9 67

11 消費生活センター等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

12 その他の相談窓口 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 3 0 0 3

13 他士業団体 1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 2

14 その他 1 1 1 1 1 1 0 1 1 0 0 1 1 1 2 3 1 1 5 1 1 7 0 16

15 以前に利用したので 1 1 0 0 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 0 0 0 1 1 8

16 不明 0 2 2 2 1 1 4 3 3 1 1 3 3 4 4 1 1 2 2 2 0 2 2 3 2 1 6 29

認知媒体 13 0 8 4 25 2 2 4 3 11 14 1 1 4 20 11 1 6 4 22 9 2 3 3 17 7 0 2 3 12 11 0 1 4 16 12 0 4 4 20 14 0 4 4 22 6 0 1 4 11 13 0 3 4 20 14 0 7 4 25 221
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体



（研修研究委員会）

1．司法書士法一部改正に関する検討項目に係る意見募集についての意見答申を行っ

た。

2．家族法制の見直しに関する中間試案に関する意見募集についての意見答申を行っ

た。

3．司法書士法一部改正に関する第二次意見募集についての意見答申を行った。

4．会員からの質問、疑問について適宜回答、情報提供を行った。

（会館推進委員会）

令和５年３月１４日に委員会を開催し、念願の会館建設用地の確保に向けた執行

部の対応方法についての提言書を採択し、会長に提出した。

（綱紀調査委員会）

令和４年度は、２件の調査付託があった。その各事案及び前年度より引継ぎの事

案につき、８回の委員会及び９回の調査員会が開催され、令和４年度の２件の事案

は調査を終え、調査結果報告書を会長に提出した。現在継続中の１件の事案は、近

々に調査を終了する予定である。

なお、令和４年８月２６日開催の注意勧告小理事会に参考人として、委員長が出

席した。

（紛議調停委員会）

本年度は申立てがなかった。



（量定意見小理事会）

令和４年度は、１件の事案につき、審議のため小理事会を１回開催し、量定に関

する意見を決定した。

（注意勧告小理事会）

４件の事案につき、計６回小理事会を開催した。うち１件は手続休止中で、他の

３件については、審議のうえ適切な決定をした。

（市民窓口）

令和４年度は、市民窓口に１件の苦情申立てがあった。

事案は、当会会員が遺言執行者に就任した遺言執行事件に関する苦情であった。

苦情申出人から事情聴取し、当会会員の不適切な業務執行はない旨を苦情申出人

に説明し、申出人の理解を得て終了した。


